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問問い合わせ先　☎　電話番号

税
金
・
保
険
・
年
金

「
国
民
健
康
保
険
税
」お
よ
び

「
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
」の

第
１
期
納
期
限

問
国
民
健
康
保
険
課
徴
収
係

☎
内
線
３
７
１
7
〜
３
７
２
２

令
和
５
年
度「
国
民
健
康
保
険

税
」お
よ
び「
後
期
高
齢
者
医
療
保

険
料
」第
１
期
の
納
期
限
は
７
月
31

日（
月
）で
す
。納
め
忘
れ
に
ご
注
意

く
だ
さ
い
。

国
民
健
康
保
険
の
給
付
に
関
す

る
各
種
証
の
切
り
替
え

問
国
民
健
康
保
険
課

☎
内
線
３
７
１
４

現
在
お
持
ち
の「
限
度
額
適
用
認

定
証
」「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額

減
額
認
定
証
」「
特
定
疾
病
療
養
受

療
証
」
の
有
効
期
限
は
７
月
31
日

（
月
）で
す
。有
効
期
限
が
過
ぎ
る
と

使
用
で
き
な
く
な
り
ま
す
。8
月
１

日（
火
）以
降
も
、引
き
続
き
利
用
す

る
た
め
に
は
更
新
の
手
続
き
が
必

要
で
す
。更
新
手
続
き
を
し
な
い
場

合
、医
療
機
関
で
の
支
払
い
が
自
己

負
担
限
度
額
を
超
え
る
場
合
が
あ

り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

▼
申
請
に
必
要
な
も
の

①
対
象
者
の
国
民
健
康
保
険
証

②
申
請
者
の
本
人
確
認
書
類（
運
転

免
許
証
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
等
）

③
世
帯
外
の
人
が
申
請
す
る
場
合

は
、世
帯
主
直
筆
の
委
任
状

④
過
去
12
か
月
の
入
院
数
が
、90
日

を
超
え
る
と
き
は
そ
の
領
収
書（
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
の
み
）

⑤
特
定
疾
病
療
養
受
療
証
を
新
規

で
申
請
す
る
場
合
は
、医
師
の
意
見

書（
８
月
末
ま
で
に
更
新
手
続
が
で

き
な
い
場
合
、新
規
で
の
申
請
と
な

り
ま
す
。）

※
国
保
税
に
滞
納
が
あ
る
と
、更
新

で
き
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。８
月

以
降
に
手
続
き
を
す
る
場
合
は
、国

保
税
の
納
付
済
み
領
収
書
も
し
く

は
引
き
落
と
し
が
確
認
で
き
る
通

帳
を
持
参
く
だ
さ
い
。

国
民
健
康
保
健
に
加
入
し
て
い

る
皆
さ
ん
へ

問
国
民
健
康
保
険
課

☎
内
線
３
７
１
７
〜
３
７
２
３
、

3
7
2
5

●
国
民
健
康
保
険
税
の
減
免
申
請

災
害
、倒
産
、病
気
療
養
等
の
事

情
に
よ
り
、国
保
税
を
納
め
る
の
が

困
難
な
と
き
は
、申
請
に
よ
り
減
免

を
受
け
ら
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

申
請
は
、納
税
通
知
書
が
届
い
て

か
ら
納
期
限
ま
で
に
、原
則
郵
送
で

行
う
必
要
が
あ
り
、減
免
が
受
け
ら

れ
る
国
保
税
は
、未
納
の
税
額
に
限

ら
れ
ま
す
。
詳
し
く
は
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

▲詳しくはこち
ら

●
国
民
健
康
保
険
税
の
旧
被
扶
養
減

免
申
請

被
用
者
保
険
の
被
保
険
者
本
人

が
、後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行

す
る
こ
と
に
よ
り
、扶
養
さ
れ
て
い

た
65
歳
以
上
の
人
が
国
保
に
加
入

し
た
場
合
、国
保
税
の
軽
減
が
受
け

ら
れ
ま
す
が
、令
和
５
年
度
か
ら
申

請
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

●
国
民
健
康
保
険
税
の
賦ふ
か課

限
度
額

の
改
定

令
和
５
年
度
か
ら
、国
保
税
の
支

援
分
の
賦
課
限
度
額
を
次
の
通
り

変
更
し
ま
す
。

【
賦
課
限
度
額
改
定
後
】

支
援
分
賦
課
限
度
額

22
万
円

※
医
療
分
お
よ
び
介
護
分
の
賦
課

限
度
額
に
変
更
は
あ
り
ま
せ
ん
。

●
国
民
健
康
保
険
税
の
所
得
に
応
じ

た
軽
減
措
置
に
係
る
判
定
基
準
所
得

額
の
改
定

世
帯
に
属
す
る
国
保
加
入
者
等

（
世
帯
主
・
旧
国
保
被
保
険
者
を
含

む
）の
総
所
得
金
額
等
の
合
計
額
が

一
定
の
基
準
額
以
下
の
場
合
、国
保

税
の
う
ち
均
等
割
額
お
よ
び
平
等

割
額
が（
７
・
５
・
２
割
）
軽
減
さ
れ

ま
す
が
、令
和
５
年
度
か
ら
軽
減
判

定
基
準
所
得
額
が
次
の
と
お
り
改

定
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、所
得
申
告

を
し
て
い
な
い
場
合
、軽
減
の
適
用

は
さ
れ
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ

さ
い
。

給
与
所
得
者
等
が
２
人
以
上
い

る
世
帯
に
つ
い
て
は
、次
の
金
額
が

加
算
さ
れ
ま
す
。

（
給
与
所
得
者
等
の
数

−

１
）×
10
万
円

軽減割合 基準所得金額

7割 43万円を
超えない世帯

5割 43万円+（29万円×
被保険者数）以下

2割 43万円+（53万5千円
×被保険者数）以下

令
和
５
年
度
国
保
税
に
つ
い
て
、

詳
し
く
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご

確
認
く
だ
さ
い
。

▲詳しくはこち
ら

「
国
民
健
康
保
険
税
」お
よ
び「
後

期
高
齢
者
医
療
保
険
料
」の
徴

収
猶
予

問
国
民
健
康
保
険
課
徴
収
係

☎
内
線
３
７
１
８
〜
３
７
２
１

災
害
・
病
気
等
に
よ
り
、国
民
健

康
保
険
税
・
後
期
高
齢
者
医
療
保
険

料
の
納
付
が
困
難
な
場
合
は
、法
令

等
に
基
づ
き
徴
収
の
猶
予
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
る
場
合
が
あ
り
ま

す
。詳

し
く
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を

ご
確
認
く
だ
さ
い
。

▲詳しくはこち
ら

●
８
月
１
日（
火
）か
ら
、被
保
険
者

証
が
切
り
替
わ
り
ま
す
。

新
し
い
被
保
険
者
証
は
７
月
下
旬

ま
で
に
簡
易
書
留
で
郵
送
し
ま
す
。

●
医
療
費
が
高
額
に
な
っ
た
と
き

ひ
と
月（
１
日
か
ら
月
末
ま
で
）の

医
療
費
の
自
己
負
担
額
が
定
め
ら
れ

た
限
度
額
を
超
え
た
場
合
、申
請
し
て

認
め
ら
れ
る
と
、そ
の
超
え
た
分
が
高

額
療
養
費
と
し
て
支
給
さ
れ
ま
す
。

▼
医
療
機
関
窓
口
で
の
自
己
負
担
額

を
、限
度
額
ま
で
と
す
る
制
度
が
あ

り
ま
す

医
療
機
関
で
入
院
ま
た
は
外
来

時
に「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額

減
額
認
定
証
」ま
た
は「
限
度
額
適

用
認
定
証
」を
提
示
す
る
と
、個
人

単
位
で
一
医
療
機
関
で
の
自
己
負

担
額
が
限
度
額
ま
で
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、食
事
代
が
減
額
に
な
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。た
だ
し
、限
度
額

は
所
得
区
分
に
よ
り
異
な
る
た
め
、

認
定
証
の
提
示
が
必
要
で
す
。

●「
限
度
額
適
用・標
準
負
担
額
減
額

認
定
証
」「
限
度
額
適
用
認
定
証
」の

（
一
部
例
外
あ
り
）。

ご
自
身
の
納
付
状
況
の
確
認
は
、

市
民
課
国
民
年
金
係
窓
口
で
ご
相

談
く
だ
さ
い
。

申
請
受
付
期
間

令
和
５
年
度
国

民
年
金
保
険
料
の
一
般
免
除
申
請

は
、７
月
か
ら
受
け
付
け
開
始
し
ま

す
。ま
た
、さ
か
の
ぼ
っ
て
２
年
１

か
月
前
ま
で
申
請
が
可
能
で
す
。令

和
５
年
７
月
に
申
請
可
能
な
の
は
、

令
和
３
年
６
月
分
ま
で
で
す
。

対
象

国
民
年
金
第
一
号
被
保
険

者（
学
生
お
よ
び
産
前
産
後
期
間
の

あ
る
人
は
別
制
度
あ
り
）

審
査
基
準

①
本
人
・
配
偶
者
・
世
帯
主
の
令
和

５
年
度（
令
和
４
年
１
月
１
日
か
ら

令
和
４
年
12
月
31
日
）の
所
得
が
一

定
額
以
下

②
災
害
・
失
業
・
事
業
の
廃
止
等
の

事
由

年
金
を
受
け
る
と
き

免
除
が
承
認

さ
れ
た
期
間
は
、年
金
の
受
給
に
必

要
な
期
間
に
含
ま
れ
ま
す
。た
だ
し
、

一
部
免
除
の
場
合
は
、減
額
さ
れ
た

保
険
料
を
納
付
し
な
い
と
未
納
と

な
り
、年
金
の
受
給
に
必
要
な
期
間

に
は
含
ま
れ
ま
せ
ん
。

▲詳しくはこち
ら

込
み
く
だ
さ
い
。

※
普
通
徴
収
の
保
険
料
の
納
付
は

７
月
か
ら
で
す
。

国
民
年
金
保
険
料
の
免
除

問
市
民
課
国
民
年
金
係

☎
（
８
７
６
）１
２
８
４

●
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
に
よ
る
、減
収
を
理
由
と
す
る

国
民
年
金
保
険
料
免
除
制
度
終
了

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
り
、収
入
が
減
少
し
て

い
る
場
合
は
、臨
時
特
例
措
置
と
し

て
国
民
年
金
保
険
料
免
除
申
請
が

可
能
で
し
た
が
、一
般
免
除
は
令
和

５
年
６
月
分
ま
で
、学
生
免
除
は
令

和
５
年
３
月
分
を
も
っ
て
終
了
し

ま
し
た
。

な
お
、さ
か
の
ぼ
っ
て
２
年
１
か

月
前
ま
で
申
請
が
可
能
で
す
。

詳
し
く
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ま

た
は
日
本
年
金
機
構
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
を
ご
覧
い
た
だ
く
か
、市
民
課
国

民
年
金
係
ま
で
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

●
令
和
５
年
度
国
民
年
金
保
険
料
の

一
般
免
除
申
請
の
受
付
開
始

令
和
５
年
度
の
保
険
料
は
月
額
１

万
6
５
２
0
円
で
す
。納
め
る
こ
と

が
難
し
い
と
き
は
、申
請
す
る
こ
と

で
保
険
料
の
全
部
ま
た
は
一
部
の
納

付
が
免
除
で
き
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

過
去
の
免
除
申
請
時
に「
継
続
申

請
」を
希
望
さ
れ
て
い
る
と
、申
請

が
不
要
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す

▲詳しくはこち
ら

交
付
申
請

申
請
場
所

国
民
健
康
保
険
課
窓
口

申
請
に
必
要
な
物

①
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証

②
申
請
者
の
本
人
確
認
が
で
き
る

も
の（
運
転
免
許
証
等
）

●
保
険
料
の
変
更

▼
保
険
料
の
賦
課
限
度
額

令
和
５
年
度
の
賦
課
限
度
額（
保

険
料
の
上
限
額
）は
、66
万
円
で
す
。

▼
均
等
割
額
の
軽
減
割
合

世
帯
主
や
被
保
険
者
の
所
得
水

準
に
応
じ
て
、保
険
料
の
均
等
割
額

が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

※
国
民
健
康
保
険
税
の
所
得
に
応

じ
た
軽
減
措
置
に
係
る
判
定
基
準

所
得
額
の
表
参
照

※
給
与
所
得
者
等
が
２
人
以
上
い

る
世
帯
に
つ
い
て
は
、基
礎
控
除
額

（
43
万
円
）に
、次
の
金
額
が
加
算
さ

れ
ま
す
。

（
給
与
所
得
者
等
の
数

−

１
）×
10
万
円

●
保
険
料
に
関
す
る
通
知
書
が
届

き
ま
す

▼
通
知
時
期

７
月
中
旬

▼
特
別
徴
収
の
人

年
金
支
給
の
際
に
、年
金
か
ら
保

険
料
が
天
引
き
さ
れ
ま
す
。

▼
普
通
徴
収
の
人

口
座
振
替
ま
た
は
納
付
書
で
納

期
限
内
に
納
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

納
付
書
は「
後
期
高
齢
者
医
療
保
険

料
額
決
定
通
知
書
」に
同
封
さ
れ
て

い
ま
す
。口
座
振
替
で
納
め
た
い
場

合
、最
寄
り
の
取
扱
金
融
機
関
や
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の「
浦
添
市
W
e
b

口
座
振
替
受
付
サ
ー
ビ
ス
」で
申
し

下水道使用料が変わりました

下水道使用料は､消費税による改定を除き、平成20年から
料金を維持してきましたが､下水道事業に係る費用を賄うこと
ができず、不足分を一般会計で補うことにより事業経営を行っ
てきました。
　この状況を改善し、独立採算による事業経営を図るため、使
用料の改定を行いました。
※上水道料金は変更ありません。

問い合わせ：上下水道部 経営企画室 ☎（８７７）０４２４
改定日：４月１日

詳しくは
こちら▶

改定前から使用している人は、
６月検針分以降の請求 (７月請求分）
から適用です！
※4月1日以降に開栓した人は、
　初回請求分から新料金適用です。

下水道使用料改定表（税抜）
用　途

家事用

業務用

大衆浴場用

区　分

基本料金

超過料金
（1㎥につき）

基本料金

超過料金
（1㎥につき）

水　量
（㎥）

旧使用料
（円）

新使用料
（円）

差額
（円）

8まで

9～30

31～50

51～

10まで

11～30

31～50

51～100

101～300

301～500

501～

1㎥につき

500

65

70

75

650

65

75

90

110

135

160

47

524

80

86

91

684

80

91

106

126

151

177

50

24

15

16

16

34

15

16

16

16

16

17

3

浦添市役所（代）☎（876)1234

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
に
加
入

し
て
い
る
皆
さ
ん
へ

問
国
民
健
康
保
険
課

☎（
8
7
6
）1
7
1
7




